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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第８期

当第２四半期累計期間
第８期

当第２四半期会計期間
第７期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

営業収益 (百万円) 8,899 4,465 18,689

経常利益 (百万円) 4,482 2,166 10,008

四半期(当期)純利益 (百万円) 3,347 1,940 6,054

持分法を適用した
場合の投資利益

(百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) ― 4,723 4,723

発行済株式総数 (千株) ― 270,000 270,000

純資産額 (百万円) ― 42,400 40,406

総資産額 (百万円) ― 279,475 361,085

１株当たり純資産額 (円) ― 157,039.06 149,654.65

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 12,399.80 7,186.51 22,422.92

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 4,000 4,000 8,000

自己資本比率 (％) ― 15.2 11.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,192 ― 10,636

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,299 ― △2,155

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,349 ― △2,024

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 19,049 15,506

従業員数 (名) ― 205 203

 
(注)１　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

　　　３　持分法を適用した場合の投資利益については、当社は持分法を適用する関連会社がないため記載しておりま
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せん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありませ

ん。

 

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 205

(注) １　従業員数は就業人員であるため、他社への出向者１名は含んでおりません。

２　従業員数には、契約社員21名、受入出向者５名を含んでおります。
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第２ 【事業の状況】

　

１ 【業務の状況】

(1) 収益実績
(単位：百万円、％)

区分

当第２四半期会計期間
自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

金額 構成比

参加者料金 2,793 62.5

 基本料 162 3.6

 取引手数料 1,692 37.9

 清算手数料 646 14.5

 アクセス料 288 6.4

 その他 3 0.1

上場賦課金 316 7.1

 有価証券上場手数料 67 1.5

 上場有価証券年賦課金 249 5.6

機器・情報提供料 1,272 28.5

その他 82 1.9

合計 4,465 100.0

 

(2) 売買高（取引高）
 

 

区分

当第２四半期会計期間
自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

売買高（取引高）

株式取引 2,198百万株

（うち一・二部） 2,056百万株

（うちヘラクレス） 141百万株

投資信託受益証券 54百万口

日経平均株価先物取引 8,418,231単　位

日経225mini 24,448,642単　位

日経平均株価オプション取引 8,459,531単　位
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(3) 売買代金（取引金額）
(単位：億円)

区分

当第２四半期会計期間
自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

売買代金（取引金額）

株式取引 57,437

（うち一・二部） 52,839

（うちヘラクレス） 4,597

投資信託受益証券 5,002

日経平均株価先物取引 1,068,475

日経225mini 311,212

日経平均株価オプション取引 9,036

 

(4) 上場銘柄数
 

区分

当第２四半期会計期間末
平成20年９月30日時点

上場銘柄数

株券 1,040社

（うち一・二部） 868社

（うちヘラクレス） 172社

債券 295種

投資信託受益証券 11種

カバードワラント 48種

その他(単位：社数、又は種) 6

 

(5) 取引参加者数
(単位：社)

区分

当第２四半期会計期間末
平成20年９月30日時点

参加者数

現物・先物取引等取引参加者 79

現物取引参加者 4

先物取引等取引参加者 14

IPO取引参加者 2

合計 99
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(6) 取引・清算手数料
(単位：百万円)

区分

当第２四半期会計期間
自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

金額

株式取引(注)１ 261

日経平均株価先物取引(注)２ 1,353

日経平均株価オプション取引 722

その他 0

合計 2,338

（注）１　投資信託受益証券及びカバードワラントを含む。

（注）２　日経225miniを含む。

 

(7) 販売費及び一般管理費
(単位：百万円)

区分

当第２四半期会計期間
自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

金額

人件費 531

施設費 356

運営費 774

減価償却費 945

合計 2,608
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２ 【経営上の重要な契約等】

当社は、当社の主力商品である日経平均株価先物及び日経平均株価オプションに関して、原資産であ

る日経平均株価の利用許諾について株式会社日本経済新聞社(以下「日経新聞社」といいます。)との間

で利用許諾契約を締結しておりますが、当該契約の更新期限が到来することに伴い、日経新聞社との間

で、当該契約の更新について協議・交渉を行ってまいりました結果、以下の新たな契約を平成20年10月

１日付で締結することを決定しました。

相手方の名称 契約内容 契約期間 備考

㈱日本経済新聞社，㈱日本
経済新聞デジタルメディア

日経平均株価先物取引、ミニ日経平均
株価先物取引及び日経平均株価オプ
ション取引に係る「日経平均株価」の
利用許諾に関する契約

平成20年10月１日から５年
間
以後1年毎に自動更新

 

(注)　上記契約は、平成20年10月１日に締結致しました。

これに伴い以下の契約は失効致しました。

相手方の名称 契約内容 契約期間 備考

㈱日本経済新聞社
日経平均株価先物取引に係る「日経平
均株価」の利用許諾に関する契約

平成15年７月１日から５年
間以後１年毎に自動更新

 

㈱日本経済新聞社
日経平均株価オプション取引に係る
「日経平均株価」の利用許諾に関する
契約

昭和63年８月24日から10年
間以後10年毎に自動更新

 

㈱日本経済新聞社
日経225miniに係る「日経平均株価」
の利用許諾に関する覚書

平成15年７月１日から５年
間以後１年毎に自動更新

 

 

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において、当社が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当社の経営成績に重要な影響を与える要因についての分析は次のとおりです。

① 売買代金等

当第２四半期会計期間における我が国の株式市場は、大規模な金融機関の破綻や大幅な株価

の下落といった国際金融市場における緊張の高まり等を背景に、日経平均株価は当第２四半期

首の13,400円台から期末の11,200円台に下落しました。

　このような状況の中、当社の主力商品である日経平均株価先物取引、日経225mini、日経平均株

価オプション取引は、取引高ベースではそれぞれ前年同四半期比で増加したものの、取引金額

ベースでは日経平均株価先物取引、日経平均株価オプション取引で前年同四半期比で減少しま

した。

現物市場においても、新興企業向け市場の著しい市況悪化を背景としたヘラクレスの低迷等

により、売買高及び売買代金が共に減少しましたが、投資信託受益証券については売買高ベー

スで前年同四半期比145.8％増となりました。

これらの状況を受け、当社の参加者料金は2,793百万円となり、その内訳は基本料162百万円、

取引手数料1,692百万円、清算手数料646百万円、アクセス料288百万円でありました。

② 上場銘柄数等

当第２四半期会計期間末の株券の上場会社数は1,040銘柄となり、上場有価証券年賦課金は

249百万円となりました。有価証券上場手数料は、カバードワラント等の上場により、67百万円

となりました。
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③ 機器・情報提供料

当第２四半期会計期間の機器・情報提供料は、当社市場における注文・約定のリアルタイム

情報や終値情報等の利用が第２四半期会計期間に引続き好調な結果であったこと等により、

1,272百万円となりました。

④ 設備投資

近年のIT技術の発展により取引所もシステムの高度化が進んでおり、引き続き、その安定性

・処理性能等が市場間競争における優位性確保に大きな影響を及ぼす状況であります。

このような状況の中、当第２四半期会計期間における設備投資額は、有形固定資産253百万

円、無形固定資産709百万円となりました。

⑤ 販売費及び一般管理費

当第２四半期会計期間の販売費及び一般管理費は、減価償却費945百万円等により、2,608百

万円となりました。

⑥ 営業外収益

当第２四半期会計期間の営業外収益は、受取利息314百万円等により、317百万円となりまし

た。

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末の流動資産は、取引証拠金特定資産が82,657百万円減少したため、前事

業年度末に比して80,336百万円減少し261,451百万円となりました。その結果、総資産は前事業年度

末に比して81,610百万円減少の279,475百万円となりました。

当第２四半期会計期間末の流動負債についても、取引証拠金が82,657百万円減少したため、前事

業年度末に比して83,671百万円減少し234,256百万円となりました。この結果、総負債は前事業年度

末に比して83,603百万円減少し237,074百万円となりました。

当第２四半期会計期間末の純資産の部は、四半期純利益により前事業年度末に比して3,347百万

円増加しましたが、一方、前事業年度期末配当で1,350百万円減少したこと等により前事業年度末に

比して1,993百万円増加し42,400百万円となりました。

当第２四半期会計期間末の四半期貸借対照表の資産（負債）に含まれている取引証拠金特定資

産（取引証拠金）215,382百万円、清算預託金特定資産（清算預託金）12,392百万円、信認金特定資

産（信認金）293百万円は、清算参加者の債務不履行により被るリスクを担保するため、各清算参加

者から預託を受けているものであります。これらは当社の規則上他の資産と区分して管理している

ため、四半期貸借対照表上、その目的ごとに区分しています。

 

 

(3) キャッシュ・フローの状況

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期会計期間における税引前四半期純利益が2,176百万円、減価償却費945百万円、

預り金の増加額が4,136百万円となったこと等により、営業活動によるキャッシュ・フローは、

7,337百万円の収入となりました。その結果、当第２四半期累計期間の営業活動によるキャッ

シュ・フローは、7,192百万円となりました。
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② 投資活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期会計期間における定期預金の払戻による収入2,569百万円、有価証券（国債）

の償還による収入4,000百万円となる一方で定期預金の預入による支出3,000百万円、有価証券

の取得による支出999百万円、システムを中心とした設備投資にかかる有形固定資産及び無形

固定資産の取得による支出が1,022百万円となり、投資活動によるキャッシュ・フローは、

1,547百万円の収入となりました。その結果、当第２四半期累計期間の投資活動によるキャッ

シュ・フローは、2,299百万円となりました。なお、投資にかかる資金は、すべて自己資金による

ものです。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期会計期間における配当金の支払い127百万円により、財務活動によるキャッ

シュ・フローは127百万円の支出となりました。その結果、当第２四半期累計期間の財務活動に

よるキャッシュ・フローは、1,349百万円となりました。

以上の結果、現金及び現金同等物の当第２四半会計期間末残高は、第１四半期会計期間末と

比べ8,756百万円増加し，また前事業年度末と比べ3,542百万円増加して、19,049百万円となり

ました。

なお、四半期キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物と四半期貸借対照表に

おける現金及び預金との関係は、以下のとおりです。

現金及び預金勘定 27,079百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △8,030百万円

現金及び現金同等物 19,049百万円

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当第２四半期会計期間における我が国の株式市場は、大規模な金融機関の破綻や大幅な株価の

下落といった国際金融市場における緊張の高まり等を背景に、日経平均株価が大きく下落して

おります。株価の下落は、当社の収益の過半を占める参加者料金に大きな影響を与える売買代金

の減少要因となります。加えて、内外に多くのリスク要因が存在することを踏まえると、予想し

た収益が予定通り得られるか否かについては相当程度の不透明感があると思われます。

当社の経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう

努めています。具体的には、当社市場の安定的な運営を確保するべく継続的にシステムの能力増

強・機能拡張に取り組むとともに、制度・商品面での利便性向上や個人投資者へのＰＲ等によ

るデリバティブ市場の競争力強化等、市場の競争力を向上させるための諸施策を推進していく

所存です。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

a　重要な設備計画の完了

　当第２四半期会計期間において、第１四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

 

b　重要な設備の新設等

当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 930,000

計 930,000

 

② 【発行済株式】
 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 270,000 270,000

大阪証券取引所
（ニッポン・ニュー
・マーケット－「ヘ
ラクレス」）

(注)

計 270,000 270,000 ― ―

(注)　 発行済株式は、全て株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であります。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

 

 (4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年９月30日 ― 270,000 ― 4,723 ― 4,825
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ＣＳＫホールディングス 東京都港区南青山２丁目２６－１ 14,787 5.5

ステート　ストリート　バンク　
アンド　トラスト　カンパニー
(常任代理人　株式会社みずほコーポ
レート銀行　兜町証券決済業務室)

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ　３５１　ＢＯＳＴＯＮ　ＭＡＳＳ
ＡＣＨＵＳＥＴＴＳ　０２１０１　Ｕ．Ｓ．Ａ．
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

11,559
 
4.3
 

ザ　チェース　マンハッタン　バンク　エ
ヌ エイ　ロンドン　エス　エル　オムニバ
ス　アカウント*
(常任代理人　株式会社みずほコーポ
レート銀行　兜町証券決済業務室)

ＷＯＯＬＧＡＴＥ　ＨＯＵＳＥ，ＣＯＬＥＭＡＮ　
ＳＴＲＥＥＴ　ＬＯＮＤＯＮ　ＥＣ２Ｐ　２ＨＤ，
ＥＮＧＬＡＮＤ
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

10,215 3.8

クレディ　スイス　セキュリティズ
（ユーエスエー）エルエルシー　スペ
シャル．フォー　エクセル．ベネ
（常任代理人　シティバンク銀行株式会
社　証券業務部）

ＥＬＥＶＥＮ　ＭＡＤＩＳＯＮ　ＡＶＥ．ＮＥＷ　
ＹＯＲＫ　ＮＹ　１００１０　ＵＳＡ
（東京都品川区東品川２丁目３－１４）

10,031 3.7

ザ　バンク　オブ　ニユーヨーク　トリー
テイー　ジヤスデツク　アカウント
（常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ
銀行決済事業部）

ＡＶＥＮＵＥ　ＤＥＳ　ＡＲＴＳ，３５　ＫＵＮＳ
ＴＬＡＡＮ，１０４０　ＢＲＵＳＳＥＬＳ，ＢＥ
ＬＧＩＵＭ
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）

9,000 3.3

ガバナー　アンド　カンパニー　オブ　バ
ンク　オブ　アイルランド　クライアンツ
（常任代理人　スタンダード　チャー
タード銀行）

ＮＥＷ　ＣＥＮＴＵＲＹ　ＨＯＵＳＥ　ＩＮＴＥＲ
ＮＡＴＩＯＮＡＬ　ＦＩＮＡＮＣＩＡＬ　ＳＥＲＶ
ＩＣＥＳ　ＣＥＮＴＥＲ　ＭＡＹＯＲ　ＳＴＲＥＥ
Ｔ　ＬＯＷＥＲ　ＤＵＢＬＩＮ　１，ＩＲＥＬＡＮ
Ｄ
　（東京都千代田区永田町２丁目１１－１　山王
パークタワー２１階）

8,782 3.3

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社　（信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１－３ ※6,993 2.6

ノーザン　トラスト　グローバル　サービ
スィズ　リミテッド　リ　ノルウェージャ
ン　クライアンツ　アカウント
（常任代理人　香港上海銀行東京支店カ
ストディ業務部）*

５０　ＢＡＮＫ　ＳＴＲＥＥＴ，ＣＡＮＡＲＹ　Ｗ
ＨＡＲＦ，ＬＯＮＤＯＮ，Ｅ１４　５ＮＴ
（東京都中央区日本橋３丁目１１－１）

6,788 2.5

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社　（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－１１ ※6,784 2.5

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目４‐１ 4,858 1.8

計 ― 89,797 33.3

(注) １　上記所有株式数のうち、※印は全て信託業務に係る株式数であります。

２　当第２四半期会計期間において、フィデリティ投信㈱から平成20年７月７日付で関東財務局長に提出さ

れた大量保有報告書(変更報告書)により、平成20年６月30日現在で以下の株式を所有している旨の報

告を受けましたが、当社として当第２四半期会計期間末の実質所有株式数の確認はできておりません。

　　なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

フィデリティ投信㈱
東京都港区虎ノ門四丁目３番１号　城山トラスト
タワー 19,172 7.1
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 270,000270,000 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 270,000 ― ―

総株主の議決権 ― 270,000 ―

　

 

② 【自己株式等】

　　　該当事項はありません。

 

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成20年
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

最高(円) 579,000635,000604,000509,000468,000395,000

最低(円) 447,000563,000438,000377,000340,000264,500

(注)　株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。

 

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年

内閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期会計期間(平成20年７月1

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日

まで）に係る四半期財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 27,079 21,105

営業未収入金 1,721 1,806

有価証券 4,011 5,013

前払費用 132 108

取引証拠金特定資産 ※２
 215,382

※２
 298,040

清算預託金特定資産 ※２
 12,392

※２
 15,043

繰延税金資産 308 308

その他 424 361

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 261,451 341,787

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,280 1,171

構築物（純額） 9 11

情報システム機器（純額） 1,749 1,971

工具、器具及び備品（純額） 129 141

土地 96 96

建設仮勘定 0 12

有形固定資産合計 ※１
 3,267

※１
 3,403

無形固定資産

ソフトウエア 8,260 8,563

ソフトウエア仮勘定 414 185

その他 11 11

無形固定資産合計 8,686 8,761

投資その他の資産

投資有価証券 4,386 5,392

従業員に対する長期貸付金 43 44

関係会社長期貸付金 － 574

長期前払費用 72 62

差入保証金 183 187

信認金特定資産 ※２
 293

※２
 305

繰延税金資産 591 589

その他 660 695

貸倒引当金 △160 △720

投資その他の資産合計 6,071 7,132

固定資産合計 18,024 19,297

資産合計 279,475 361,085
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（単位：百万円）

当第２四半期会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

未払金 375 729

未払費用 461 616

未払法人税等 1,196 3,013

未払消費税等 70 208

預り金 4,221 85

取引証拠金 215,382 298,040

清算預託金 12,392 15,043

賞与引当金 125 139

役員賞与引当金 21 42

その他 8 9

流動負債合計 234,256 317,928

固定負債

長期借入金 2 2

長期預り金 521 535

信認金 293 305

退職給付引当金 1,831 1,826

その他 169 80

固定負債合計 2,818 2,750

負債合計 237,074 320,678

純資産の部

株主資本

資本金 4,723 4,723

資本剰余金

資本準備金 4,825 4,825

資本剰余金合計 4,825 4,825

利益剰余金

利益準備金 322 322

その他利益剰余金

違約損失準備金 2,569 2,569

先物取引等違約損失準備金 7,011 7,011

別途積立金 5,302 5,302

繰越利益剰余金 17,578 15,580

利益剰余金合計 32,784 30,786

株主資本合計 42,333 40,335

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 67 71

評価・換算差額等合計 67 71

純資産合計 42,400 40,406

負債純資産合計 279,475 361,085
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年９月30日)

営業収益

参加者料金 5,608

上場賦課金 589

機器・情報提供料 2,523

その他 177

営業収益合計 8,899

販売費及び一般管理費 ※１
 5,151

営業利益 3,747

営業外収益

受取利息 685

受取配当金 43

その他 17

営業外収益合計 746

営業外費用

支払利息 6

その他 4

営業外費用合計 10

経常利益 4,482

特別利益

貸倒引当金戻入額 61

取引参加者過怠金 5

特別利益合計 66

特別損失

その他 0

特別損失合計 0

税引前四半期純利益 4,548

法人税等 ※２
 1,201

四半期純利益 3,347
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【第２四半期会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期会計期間
(自 平成20年７月１日
  至 平成20年９月30日)

営業収益

参加者料金 2,793

上場賦課金 316

機器・情報提供料 1,272

その他 82

営業収益合計 4,465

販売費及び一般管理費 ※１
 2,608

営業利益 1,856

営業外収益

受取利息 314

その他 3

営業外収益合計 317

営業外費用

支払利息 3

その他 3

営業外費用合計 6

経常利益 2,166

特別利益

貸倒引当金戻入額 4

取引参加者過怠金 5

特別利益合計 9

特別損失

その他 0

特別損失合計 0

税引前四半期純利益 2,176

法人税等 ※２
 236

四半期純利益 1,940
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 4,548

減価償却費 1,848

貸倒引当金の増減額（△は減少） △559

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4

賞与引当金の増減額（△は減少） △14

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △20

受取利息及び受取配当金 △728

支払利息 6

営業債権の増減額（△は増加） 85

未払費用の増減額（△は減少） △154

未払消費税等の増減額（△は減少） △137

預り金の増減額（△は減少） 4,136

その他 449

小計 9,464

利息及び配当金の受取額 716

利息の支払額 △10

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △2,978

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,192

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △6,500

定期預金の払戻による収入 4,099

有価証券の取得による支出 △3,497

有価証券の償還による収入 5,500

有形固定資産の取得による支出 △360

無形固定資産の取得による支出 △1,521

貸付金の回収による収入 2

その他 △21

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,299

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △1,349

長期借入金の返済による支出 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,349

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,542

現金及び現金同等物の期首残高 15,506

現金及び現金同等物の四半期末残高 19,049
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

 

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

 

【簡便な会計処理】

当第２四半期累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

 

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

 

１　税金費用の計算

当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

 

当第２四半期会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 4,005百万円

 

※２　取引証拠金特定資産等

　　　当社では、約定時から決済時までにおける清算参加

者の債務不履行により被るリスクを担保するた

め、各清算参加者から取引証拠金等の預託を受け

ております。これらについて、当社の規則上他の資

産と区分して管理されているため、四半期貸借対

照表上、その目的ごとに区分して表示しておりま

す。

　

３　担保受入金融資産の時価評価額

　　　四半期貸借対照表に計上していない代用有価証券

の時価評価額は以下のとおりであります。

取引証拠金代用有価証券 432,709百万円

信認金代用有価証券 279百万円

清算預託金代用有価証券 36,523百万円

　　　上記代用有価証券は、有価証券の売買等の契約不履

行の発生時等において処分権を有するものであり

ます。

 

　４　偶発債務

　　　株式会社日本証券クリアリング機構(以下、「クリ

アリング機構」という。)他６社と締結した「損失

補償契約書」に基づき、現物取引の清算業務に関

し、クリアリング機構の清算参加者による損失補

償対象債務の不履行、または不履行の恐れが生じ

たことに起因して、クリアリング機構に生じた損

失に対して、他の損失補償人と連帯して、平成14年

９月30日現在におけるそれぞれの違約損失準備金

相当額を限度として、上記不履行の発生した時点

またはクリアリング機構が債務不履行の恐れがあ

ると認定を行った時点におけるクリアリング機構

への出資比率に応じて、当該損失を補償すること

となっております。

　　　なお、当社の損失補償限度額は、2,569百万円であり

ます。

※１　有形固定資産の減価償却累計額 3,615百万円

 

※２　取引証拠金特定資産等

当社では、約定時から決済時までにおける清算

参加者の債務不履行により被るリスクを担保する

ため、各清算参加者から取引証拠金等の預託を受

けております。これらについて、当社の規則上他の

資産と区分して管理されているため、貸借対照表

上、その目的ごとに区分して表示しております。

 

　３　担保受入金融資産の時価評価額

　　　貸借対照表に計上していない代用有価証券の時価

評価額は以下のとおりであります。

取引証拠金代用有価証券 461,706百万円

信認金代用有価証券 325百万円

清算預託金代用有価証券 42,918百万円

　　　上記代用有価証券は、有価証券の売買等の契約不履

行の発生時等において処分権を有するものであり

ます。

　

４　偶発債務

同左
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(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

当第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。なお、全額が一般管理費に属

する費用であります。

減価償却費 1,848百万円

給与手当及び賞与 681百万円

機器・情報提供費 506百万円

業務委託費 440百万円

修繕費 513百万円

賞与引当金繰入額 125百万円

役員賞与引当金繰入額

退職給付費用

21百万円

7百万円

※２　税効果会計の適用に当たり「簡便法」を採用しておりますので、法人税等調整額を含めた金額で一括掲記

しております。

 

 

第２四半期会計期間

当第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。なお、全額が一般管理費に属

する費用であります。

減価償却費 945百万円

給与手当及び賞与 312百万円

機器・情報提供費 255百万円

業務委託費 216百万円

修繕費 259百万円

賞与引当金繰入額 94百万円

役員賞与引当金繰入額

退職給付費用

7百万円

3百万円

※２　税効果会計の適用に当たり「簡便法」を採用しておりますので、法人税等調整額を含めた金額で一括掲記

しております。

 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 27,079百万円

預金期間が３ヶ月を超える
定期預金

△8,030百万円

現金及び現金同等物 19,049百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期累計期間(自　平成20年４月１日　至

　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 270,000

 

 

２　自己株式に関する事項

　　　該当事項はありません。

 

 

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

 

 

４　配当に関する事項

　　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月20
日
定時株主総会

普通株式
繰越利益剰余
金

1,350 5,000
平成20年３月31

日
平成20年６月23

日

 
 

(2) 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計

期間の末日後となるもの　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年10月28
日
取締役会

普通株式
繰越利益剰余
金

1,080 4,000
平成20年９月30

日
平成20年12月1日

 

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。

 

(リース取引関係)

当四半期会計期間におけるリース取引残高は、前事業年度の末日と比較して著しい変動はあり

ません。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動

はありません。

 

(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

 

(持分法損益等)

当第２四半期累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

 

当第２四半期会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額
 

当第２四半期会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度末
(平成20年３月31日)

157,039円06銭 149,654円65銭

(注)１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 42,400 40,406

普通株式に係る純資産額(百万円) 42,400 40,406

差額の主な内訳(百万円) ― ―

普通株式の発行済株式数　(株) 270,000 270,000

普通株式の自己株式数　(株) ― ―

１株当たり純資産額の算定に

用いられた普通株式の数　(株)
270,000 270,000
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２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

当第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 12,399円80銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円

１株当たり四半期純利益 　7,186円51銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　項目
当第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(百万円) 3,347 1,940

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 3,347 1,940

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 270,000 270,000

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２【その他】

(1) 配当

第８期(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)中間配当については、平成20年10月28

日開催の取締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は

記録された株主若しくは登録質権者に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

・中間配当の総額　　　　　　　　　　　　　　　  1,080　百万円

・１株当たり中間配当金　　　　　　　　　　　　　4,000　円

・支払請求権の効力発生日及び支払開始日　平成20年12月１ 日

 

(2) 訴訟等

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成20年11月６日

株式会社大阪証券取引所

取締役会　御中

 

あ ず さ 監 査 法 人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　目加田　雅　洋　　　　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士    小　堀　孝　一　　 　 　㊞

 

 

 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社大阪証券取引所の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第８期事業年度の第２四

半期会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年４

月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計

算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等

に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ

れた手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大阪証券取引所の平成20年９月30

日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並び

に第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

 

 

以　　上
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(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半

期報告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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